
２０２６年５月２８日 

各  位 

株式会社  大垣共立銀行 

株式会社 ＯＫＢキャピタル 

 

事業承継ファンド「ふえきりゅうこうアライアンス」の設立 

 

 大垣共立銀行（頭取 林 敬治）のグループ会社であるＯＫＢキャピタル（社長 外角 淳）は

本日、事業承継のための伴走型経営支援ファンド「ふえきりゅうこうアライアンス」を下記の  

通り設立しました。 

ＯＫＢキャピタルは、２０２３年４月に事業承継の伴走型経営支援ファンド「ＯＫＢ事業承継

ファンドⅢ～ふえきりゅうこう～」（以下「ふえきりゅうこう」）を設立し、「現経営者の想いや  

経営スタンスを大切にし、企業の本質を変えることなく、企業価値の維持・向上を目指していく」

という取り組み方針のもと、これまでに事業承継に関する課題を持つ企業に対し投資を行い、  

経営体制の強化などを手厚くサポートしてきました。 

本ファンドは「ふえきりゅうこう」の後継ファンドとして、取り組み方針はそのままに外部  

事業者との連携をより一層強化することで、多様化する企業の課題に対し多角的な解決策を提供

し、これまで以上に投資後の成長を促進しながら地域経済の発展に寄与することを狙いとして  

います。また、ＯＫＢグループの営業エリアを超えた連携を図ることで、幅広い地域における  

事業承継課題の解決を図っていきます。 

 なお、本ファンドは出資総額５７億円でスタートし、地域においてともに事業承継の課題解決

を目指す連携先からの出資の募集を継続することで、ファンド規模の拡大を図っていきます。 

 

記 

■ファンド概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



■ふえきりゅうこうアライアンスの概要 

名 称 
大垣共立事業承継４号投資事業有限責任組合 

（愛称：ふえきりゅうこうアライアンス） 

目 的 
企業の事業承継課題をはじめとした資本に関するさまざまな課題を解決  

することで、産業の維持・発展を目指す 

設 立 日 ２０２６年５月２８日（木） 

当初ファンド総額 ５７億円 

無限責任組合員 ＯＫＢキャピタル 

有限責任組合員 

ＯＫＢ大垣共立銀行 

株式会社商工組合中央金庫 

株式会社千葉興業銀行 

東海テレビ放送株式会社 

碧海信用金庫 

株式会社名南経営コンサルティング 

投 資 形 態 株式、新株予約権等の取得 

存 続 期 間 設立日より１０年間 

出資募集期間 設立日から２０２６年１２月３１日まで 

 

■ファンド運営に関するアドバイザー 

アドバイザー 

セレンディップ・ホールディングス株式会社 

合同会社デロイト トーマツ 

株式会社電通 

東海テレビ放送株式会社 

ブレイン・アンド・キャピタル・ソリューションズ株式会社 

株式会社名南経営コンサルティング 

税理士法人山田＆パートナーズ 

山田コンサルティンググループ株式会社 

 

以 上 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

別紙① 



【有限責任組合員の概要】 

■株式会社商工組合中央金庫 

設 立 年 月 １９３６年１０月 

資 本 金 ２１８,６００百万円 

代 表 者 代表取締役社長 関根 正裕 

事 業 内 容 銀行業 

 
■株式会社千葉興業銀行 

設 立 年 月 １９５２年１月 

資 本 金 ６２,１２０百万円 

代 表 者 取締役頭取 梅田 仁司 

事 業 内 容 銀行業 

 
■東海テレビ放送株式会社 

設 立 年 月 １９５８年２月 

資 本 金 １,０００百万円 

代 表 者 代表取締役社長 林 泰敬 

事 業 内 容 テレビ放送事業 

 
■碧海信用金庫 

設 立 年 月 １９５０年１０月 

出 資 金 １,１８５百万円 

代 表 者 理事長 深谷 誠 

事 業 内 容 信用金庫業 

 
■株式会社名南経営コンサルティング 

設 立 年 月 １９８４年９月 

資 本 金 １００百万円 

代 表 者 代表取締役社長 永井 晶也 

事 業 内 容 経営コンサルティング業務 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙② 



【アドバイザー概要】 
■セレンディップ・ホールディングス株式会社 

設 立 年 月 ２００６年８月 

資 本 金 １,１６４百万円 

代 表 者 代表取締役社長兼ＣＥＯ 竹内 在 

事 業 内 容 経営受託、事業再生、投資事業、経営コンサルティング業務 

主 な 支 援 内 容 
・ＤＤ（※）（ビジネス） 

・投資後支援（製造業の現場改善、施策立案・実行等） 

（※）デューデリジェンス（Ｄｕｅ Ｄｉｌｉｇｅｎｃｅ）は、Ｍ＆Ａや投資において、対象企業の実態やリスク 

を事前に調査・評価する手続き。法務、財務、事業など多角的な視点で隠れた負債や問題点を洗い出し、 

買収価格の決定や取引の可否を合理的に判断するために不可欠なプロセス 

 
■合同会社デロイト トーマツ 

発 足 年 月 ２０２５年１２月 

資 本 金 ３００百万円 

代 表 者 代表執行役 木村 研一 

事 業 内 容 事業創造、財務改革、Ｍ＆Ａ・事業承継などに関するアドバイザリー業務 

主 な 支 援 内 容 
・ファンド運営全般のアドバイス 

・ＤＤ（ビジネス・財務） 

 
■株式会社電通 

設 立 年 月 １９０１年７月 

資 本 金 １０,０００百万円 

代 表 者 代表取締役 社長執行役員 松本 千里 

事 業 内 容 

「人」への深い洞察を軸に、複雑化・高度化する顧客課題から本質的課題を

見出し、統合的なソリューション “Integrated Growth Solutions”を提供。 

広告やマーケティングにとどまらない広い領域から顧客の持続的成長を  

支援し、社会の活性化に貢献します。 

主な支援内容 

・ソーシングサポート（ビジネストランスフォーメーションによるトップ 

ラインの伸長） 

・投資後支援（ビジネストランスフォーメーションの実現サポート） 

 
■東海テレビ放送株式会社 

設 立 年 月 １９５８年２月 

資 本 金 １,０００百万円 

代 表 者 代表取締役社長 林 泰敬 

事 業 内 容 テレビ放送事業 

主 な 支 援 内 容 
・ソーシングサポート（効果的なプロモーション活動の指南） 

・投資後支援（施策の実現サポート） 

 
 
 
 
 



■ブレイン・アンド・キャピタル・ソリューションズ株式会社 

設 立 年 月 ２０１２年１０月 

資 本 金 ５０百万円 

代 表 者 代表取締役 畠中 一浩 

事 業 内 容 経営コンサルティング業務 

主 な 支 援 内 容 
・ＤＤ（ビジネス） 

・投資後支援（採算の見える化、社員のモチベーション向上） 

 
■株式会社名南経営コンサルティング 

設 立 年 月 １９８４年９月 

資 本 金 １００百万円 

代 表 者 代表取締役社長 永井 晶也 

事 業 内 容 経営コンサルティング業務 

主 な 支 援 内 容 
・ＤＤ（ビジネス、財務・税務、法務、労務） 

・投資後支援（財務改善、労務問題対応） 

 
■税理士法人山田＆パートナーズ 

設 立 年 月 １９８１年４月 

代 表 者 統括代表社員 三宅 茂久 

事 業 内 容 会計・税務・財務・事業承継等の税務関連業務 

主 な 支 援 内 容 
・ＤＤ（財務・税務） 

・税務、財務等に関するアドバイス 

 
■山田コンサルティンググループ株式会社 

設 立 年 月 １９８９年７月 

資 本 金 １,５９９百万円 

代 表 者 代表取締役社長 増田 慶作 

事 業 内 容 経営コンサルティング業務 

主 な 支 援 内 容 
・ＤＤ（ビジネス） 

・投資後支援（財務改善、成長支援） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【参考】 
■「ＯＫＢ事業承継ファンドⅢ～ふえきりゅうこう～」概要 

名 称 
大垣共立事業承継３号投資事業有限責任組合 

（愛称：ＯＫＢ事業承継ファンドⅢ～ふえきりゅうこう～） 

目 的 
域内企業の事業承継をはじめとした資本に関するさまざまな課題を解決  

することで、産業の維持・発展を目指す 

設 立 日 ２０２３年４月１８日（火） 

当初ファンド総額 ２,０００百万円 

無限責任組合員 ＯＫＢキャピタル 

有限責任組合員 

ＯＫＢ大垣共立銀行 

セレンディップ・ホールディングス株式会社 

株式会社名南経営コンサルティング 

株式会社ゆうちょ銀行 

ア ド バ イ ザ ー 合同会社デロイト トーマツ 

投 資 形 態 株式、新株予約権等の取得 

存 続 期 間 設立日より１０年間 

 

以 上 


